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一 ニュ ー ヨー ク市 の事 例 を 中心 に一
1.大 都市化と公教育
入間の形成過程において,公 的に組織された体系的教育制度 としての公教育が直接 ・間接
にはたしている役割は,ま すます大きくな っている。なかんずく,公教育が組織的に整備拡
充されてきた現代にあって,公 教育は,単 に個人 としての入間形成に大きな意義をもってい
るのみでなく,国家社会のあり方 と個々人のその後の社会生活に対 して強い影響力を有 して
いるため,公 教育の組織化や管理のあり方が,社 会的関心を一層強 く集めるようになった。
公教育は,具体的には主として学校を単位に組織化され,学校を通 して機能を果 しているの
で,そ の体系的な学校制度の管理組織を,い かなる地域を行政上の単位 として,国 家的統治
体系 との有機的な関係のなかで組織 し,また再編するかは,公 教育の成立期以後つねに問題





















ら62%へ減少 し,逆に黒人は約3万 人,他 の少数民族は約20万人増加 したが,こ こで黒人の
人口増加が比較的少なかったのは,黒人の中間階層の流出があったためと推察されている。2)
このような急激な人口構成の変動 と経済活動の分散がすすんだため,ニ ューヨーク市は財
政的需要の増大 と財政危機 に陥 ったことは周知の事実に属するであろう。
大都市化が公教育に与えた重大な影響は,た んに財政上の問題を通 してだけではない。た
しかにニュー ヨーク市においては,こ の財政危機のため教育予算 も削減の対象となり,た と
えば公立学校教員全体の8%近 くの約4.5万人の人員削減が行われ,そ れだけでも重大な影
響であるには違いない。 しかしさらに,比較的に高い収入と高学歴をもち,子どもの教育に深















2.教 育行政 の分権 制の理念 と集権化
アメリカ合衆国憲法は,連邦議会 ・政府の権限として列挙 した事項のなかに 「教育」を含
めなかったので,「 教育」は州の機能 とされ,一 般に州憲法または州法によって規定された。
したが って公教育組織は,そ の管理組織を含めて,各 州によって非常に異 っており,このこ







与え られたが,さ らに1800年と1827年の法律により,学区は,学校の設立 ・維持のたあの課
税権をはじめ自治体 としての権能を与え られ,学 区の委員会は教科書の選定や教員の任命な
どの学校管理権を有す ることにな った3,。換言すれば,こ れらの法律により学区内住民は,
自から学区内の学校を管理す る権限がかなり大幅に認められた。 このマサチューセッツ州の
学区制は,そ の後のアメ リカの地方分権的教育行政制度の原型 となり,全国的に普及してい
った。もっとも,地方教育行政単位 としての学区は,そ の成立の当初から一般地方行政単位
との関係において複雑であった。マサチューセ ッツ植民地議会が1647年に学校の設置を命じ
たのはタウン(Town)であったが,そ の中心地に建て られた学校か ら遠距離の地域に居住
する住民の希望により,あ る一定地域に居住す る住民が費用を負担 して建てた新しい学校を
もとに学区は成立 した。 したがって学区は,地域住民が自か らの学校を設置し,住民 自身が





ところで,ニ ューヨーク市においては,学 区制の影響を受けなが らも,大都市への急速な
飛躍的な発展などの地域的特性もあって,学 区制の成立過程はかなり異 っていた。すなわち
ニューヨーク市が公立学校の設置に着手 したのは1842年以後であり,それ以前には宗教団体
や慈善団体が私立学校を組織 し経営 していた。 したがってニュー ヨーク州が1795年に普通学












以上のように二・ユーヨーク市においては,州 の教育補助金の管理 ・配分の仕事を契機 にし
て教育管理組織が形成され,こ の管理組織の立案にもとついて公立学校が設立されることに
な ったのであり,この点でマサチューセッッ州などにおける住民の教育自治の理念にもとつ
く教育管理の組織化とは,異 った成立事情にあ ったことが,ま ず注目され る。 しかも,ま た
ある意味ではそれだけに,教 育管理権の市当局への集中化が急速にすすめ られた。






















名およびブロックリン学務委員会が選んだ5名 の計19名によ って構成され,市 教育長その他










区の人口に応 じて市長によって任命された。教育委員会か ら任命された教育長1名 と8名 の
教育次長(asgodatesuperintendent)は教育長会議(boardofsuperintendent)を構成した。9
他方,各 行政区の学務委員会は廃止され,そ れに代 って市を46の学区(schoolboarddistrct)
に分割 し,その各学区には 「学校を住民の手元においておくために」10)学務委員会が改めて













46名か ら7名の 委員構成に急減され,教 育長は教育委員会の行政長官(chiefexecutive
offic6r)としてその職務権限を拡大された。教育委員の任命権は従来通り市長にあり,その
構成員が7名 に減少されたため,各 地域や宗教的団体の代表性などとの関係において,教 育
委員の人選を一層政治的性格の強いものにす るとともに,一 面ではそれを,市長の自由裁量
権のもとにおいた。
こうして教育委員会は,そ れが伝統的に果 してきた学校の具体的管理機能を,敷 育長を中
心にした官僚制組織にゆだね,市 の基本的教育政策の決定を主にした立法的機能のみを果す
ことになった。 このような職能の分化は,学校の管理は,特 定の集団の価値観か ら離れた専
門的科学的方法にもとつ くべきであるという考え方に立 ち,・地域の政治過程から学校を保護
するという意義を有 したのであった。 しか しこの行政組織の再編は,能 率性を高めるための
合理的で集権的な管理システムを確立する方向ですすめられ,地 域住民が 自から学校を管理
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するという伝統的な地方分権制の理念 とは異 った指向性をもち,教 育委員や教育長等に対す
る人事権を市長が直接 ・間接に掌握することによ って,教 育行政の政治性を強化する可能性
を高あ,市 長の公教育に対する不当な干渉への疑惑を深めるにさえ至 った12)。
1943年に市教育委員は7名 から9名へ増員されたが,そ れは,法 制的にはブロック リン行






1961年に州議会は教育委員の任命手続きを改正 し,教育委員は,大 学 ・市民組織 ・教育団








により財政的裁量権 も一定範囲内で認め られ,教 育行政の市政からの独立性が強められた。








































ものとして計画されたが,そ の位置はイース トハ レームの黒人 とプエル トリコ人の居住地区
であったため,就 学生徒の人種構成における偏向などの問題があった。 近隣…住区(neigh-
borhood)の代表者は,は じめは学校設置場所の変更をもとめ,新 しい中学校への白人生徒











れば,人 種統合教育の組織化の挫折は,そ の運動の指導者や親たちに,学 校教育の質をゲッ
トー の生徒のために改善する唯一の方法は,学 校教育上の重要な問題の決定に地域住民が直
接に参加すること,す なわち学校の コミュニテ ィ管理(communitycontrol)にあると確信
させ ることになった。
住民参加の概念は,連邦政府の 「貧乏 との戦い」(waronpoverty)の政策として採用 され
た一連の補助金事業にともなって 漸次 定着しつつあった。 たとえば1964年の経済機会法
(EconomicOpportunityAct)は,コミュニテ ィ活動事業は 「そのサーヴィスの対象 となる
地域社会の住民や集団の成員の最大限の可能な参加をえて企画され,実 施されそして管理さ
れる」べきであることを規定した21)。この活動事業は,貧 乏とその原因を克服することを意
図したものであり,その活動事業の企画 ・実施 ・管理の過程にその対象 となる特定地域の住
民代表の参加をもとめたのであった。 したが ってかかる住民参加は,現実には貧困者の参加
であり,少数民族集団の参加としての性格をもって成立したのである。その限 りにおいて,
住民参加は市民参加とは異 った歴史的背景のもとで展開 したものであり,む しろ,現在の市
民自治体制の弊害を市政から疎外された者の立場か ら社会的富と権力の再配分を要求する運
動としての性格をもっていたことが注目される22)。もっともかかる住民参加の運動は,地方
自治に市民一般が積極的に参加 して市民 自治を確立 させようとす る市民参加の運動の理念と




て,市 長が翌年に学校管理制度を分権化す るための改革案を州議会に提出す ることを条件に,
特別教育補助金を交付することに同意 した23)。また同年7月 に市教育委員会が学校管理の地
方分権化をすすめる方法を実験的に試行するために指定 した 「実 験 学 区(Demonstration
Distr三cts)」一201番中学校区,オーシャン・ヒル=ブ ラウンズヴイル(OceanHi11-Brownville)
ツウー ・ブ リッジス(TwoBridges)の3学区一に対 して,フ ォー ド財団は,そ の実験的試
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行 のための資金 援助を行 った。
実験学区で は,地 域住民が教員組合 その他の人 々の援助を受 けて,学 区内の学校を管理す
る計画が作成 され,管 理委員会(governingboard)が発足 させ られ た。 管理 委員 会は,た
とえばオー シャン ・ヒル学区では25名で構 成され,学 区内の小 ・中学校8校 か ら父母 および
教 師の代表が各1名 つつ選 出され ると ともに,地 域住民代表5名,校 長代表2名,教 員 組合
代表 と大学代表各1名 か ら構成 され た24)。また管理委員会 は,ニ ュー ヨーク市教 育長 および
同州教育長 官の監督 の もとで,人 事 ・カ リキ ュラム ・財 政に関す る権限を もち,学 校の 「自
主管理」25)を行 うことにな った。 かか る実 験学区制 によ る コミュニテ ィ管 理の試 みは,1969
年 に州議会 で州教育法が一部改正 され,い わゆ る 「地域分 権法(DecentralizationAct)」が
成立す ると ともに中止されたたあ,こ の短期 間に終 った実験的試 みを正 当に評 価する ことは
困難で ある。 とくにオー シャン ・ヒル管理 委員会 が13名の教師 と6名 の管理職 の配 置転換 を
決定 した ことは,そ れ を市教育長 も承認 しなか ったけれ ども,市 の教員組合(UnitedFede-
rationofTeachers)および管 理職 者連 合協議会(CouncilofSupervisoryAssociation)の
双方か ら不 当人事 で あるとの強 い批判 を受 け,市 教員組合の反対闘争 は全市域 的な長期 ス ト
ライキに発展 し,そ の闘 争は入種や イデオ ロギ ー上 の問題 も絡ま って複雑な様相を示 した。
かか る事件が,教 育 の地方 自治へ の実験 的試みの成果 にと ってのみでな くその評価 に対 して
も,非 常に複雑な影響を与 えてい るが,こ の実験的試み は,公 教 育管 理におけ る地域住 民 ・
両親 と教育専門職 や教員組合 の権限 関係 をめ ぐる問題な どを 中心 に,教 育の コ ミュニテ ィ管
理 における問題点 と重要 な教訓を提起 して いる25)。
と ころでニュー ヨー ク市 長は,前 述 のよ うに州議 会の要請 に応 えて学校管理 の地方 分権化
のための改革案 を作成す るため に,1967年4月30日に諮問委員会(advisorypanel)を創設
し,そ の委員長 に フォー ド財 団の新会長のMcGeorgeBundyを任命 した。 この委員会 の委
員 の構 成は人 種的,ま た性別 にも配慮 され ていたが,ニ ュー ヨー ク市 の教育体 制側 の代表者
は含 まれていなか った。 しか も,学 校 管理の分権化のた めの組織再編 の立案 を州議 会が,市
教育 委員会 に対 してではな く,市 長 に要請 した ことには,政 治や一般行政 と教 育行政 との関
係,な か んず く教育行政の独立性 を主張す る伝統 的立場か らすれ ば,教 育 制度 の原 理にかか
わる問題 もあ った。後 には市教育委員会 の諮 問委員会へ の参 加が もとめ られ たが,市 教 育委
員長 は最終的 には この委員会の報告書 に対す るただ一人 の反対者 にな った助 。
諮 問委員会 は約6か 月間,調 査等 を行 った後,1967年11月9日に報告書"Reconnectionfor
Learning"を市 長に提 出 したが,そ れは一般 にバ ンデイ報告書(BundyReport)と呼ばれ
て いる28)。この報告 書は,そ の主題すなわ ちReconnectionforLearningが示 唆 してい るよ
うに,「 教育政策 の展 開におけ る地 域住民 の 自覚 と参加(communityawarenessandparti-
cipation)を高あ る」ため に 「ニュー ヨー ク市の公立学校 は,大 幅な 自律権 を もつ学区の連
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合体と中央教育機関とか らなるコミュニテ ィ学校制度co狙皿unityschoolsystemに改組さ



















組織化する方向との基本的な考え方の対立であった。バ ンデ ィ報告書は,行 政機関としては
形骸化されて諮問機関的性格のものとして存続していた学務委員会を,地域住民が教育政策
の決定に参加 し責任をとりうる学校管理機関として復権させることを,少 なくとも結果的に





的な教育水準の維持 と向上をもとめて組織改革を行 ってきたことの意義は,市 域的な公教育













題を解決す るための重要なポ リシーとして提起せ られねばならない根拠があった。 この点に,
バ ンディ報告書は単なる教 育行政の地方分権化の提案以上の意義をもっていたといえるので
はないであろうか。




















進学させている親をも含めた一般地域住民とを,直 接的には,公 立小 ・中学校の基本的運営
方針の決定過程 に住民として同等の比重で参加させ ることへの疑念か らである。そしてその
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4.教 育行 政 組織 の再 編 とTheFleischmamReport




上で33以下の学区数に分画された場合,1学 区には平均 して最低約2万 人の小 ・中学校生徒
数があり,各学区の全成人人口は平均約25万人であることを意味していた33)。これ らの学区
は,「 コミュニティとその学校に就学する生徒の共通で しかも特別の要求」を考慮 にいれて






その コミュニテ ィの教育長をはじめ校長や教員の人事権,教 科書の採択などの教育内容決:定
権,教 育費支出予算の決定権など教育行政上の重要な領域にわたって学校管理権を不十分な
が ら与えられた。もっとも市の中央教育行政機関として教育委員会(BoardofEducation)
が設置され,そ れは事実上,従 前か らの委員会を制度的には継承 したのではあったが,そ の
権限は実質的には縮小 された。 しか しなが ら教育委員会は,市 全体の教育水準の維持をはか
るために基本的な教育政策を決定する権限をもち,コ ミュニティ学務委員会の学校管理権の









市教育委員会の政策のみでな く法令等によってきび しく制限されている。 しかも市教育委員
会 と教員組合との学級規模などの教育条件にかかわる団体交渉による 「協定(agreements)」












う試験に合格す ることによって登録された有資格者 リス トから採用されねばな らなかった。
その試験は,黒 人やフ。エル トリコ系の多くの管理職志望者に対 して伝統的に大きな障壁 とし
て機能 していたので,ゲ ッ トー の学校の管理者 としての適任者を任命するという点からは,
改革以前のように上位3名 の有資格者の中から任用しなければな らないという条件はなくな





動 にっ いて も一定 の条 件の もとで,そ の学 区内の学校 間でのみ各学区に その権限が認 め られ
たにす ぎな か った。 もっとも'市の一斉読解 力テス トにおいて,成 績の下位45%以下 に生徒が
いる学校で は,「 国家 的教員 選考試験(NationalTeacherExaminations)」な ど市 の採用試







権は制約され.特 定地域の社会的教育要求を充足 させ る柔軟性を欠除 した教員人事にならざ
るを得ないであろう。このような矛盾を 「地域分権法」 も内在させていた。 したがって,学
校の コミュニティ管理を主張する立場からの不満は強 く,たとえば 「ブロンクス両親連合協
会(UnitedBronxParentsAssociation)」などは,コ ミュニティ学務委員会の権限は弱 く,





われた。それは,は じめは1月27日に予定されて準備がすすめられたが,上 述のように 「地
域分権法」に対する不満が根強 く存在 し,しかも,選挙手続なども複雑であったか ら延期され
たのである89)。各学務委員会 の委員定数は9名 であったが,立 候補者は1,051名であったの













代表的な学務委員のプロフィ 一ールは 「その学区に約9年 間居住 し,私立学校に在学 してい
る2入 の子どもをもち,中級の管理職で,ユ ダヤ教かカ トリック教の信者の白入男性」 とし


















































































































































































































関 としての機能に一つの方向を与えたと考え られる。たとえば,それ ら31の学務委員会の大
部分は,教 育専門家や市の中央教育行政官の伝統的役割をすすんで受けいれて明 らかに現状
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志 向的であ り,二 つの学務委員会 のみが 「変革機関(changea琴ent)」として の性格を もつ
もの と規定で き,こ の二つ の学務 委員会 は,自 己を教育政策の形成者 とみ,専 門職員 の選考
手 続を変え たり,教 育 の質 を改善 する手段 として新 しいプ ログ ラムの開発 を奨励 してい ると
報告 され ている蝸。
「地 域分権法」 にもとつ いて行 われ た教 育行政組織 の再編 は,上 述 の簡単 な部分 的考 察か
らも明 らかであ るよ うに,教 育行政 の地方分権 化を推進す るもので はあ ったにちがいないが,
学校 の コ ミュニテ ィ管 理の 組織化 を 要求 す る運動 に十分 に応 えるものでなか った。 コ ミュ
ニテ ィ学務 委員 会は,地 域社会 の教 育条件 とその住 民の教育要求 を学校教 育に十分に反 映 さ
せ,教 育の質 を改善す るため に,学 区 内公立学 校の運営上の権限 を十分 にかつ明確 に与え ら
れ ていた とはいえな いで あろ う。 したが って,「 学校運営上 の意思 決定におけ る権能の配分
に主要 な変化 はなか った。 ニ ュー ヨー ク市 におけ る教育政策 は,中 央 での団体 交渉によ る契
約 と協 定の もとで,教 員組合 と管 理者 協会の教育専 門職 になお依存 している。 市教育委員会
とその事務局 は重要 な権能 を保持 してい る」43)と,実証的調査結果 にも とついて指 摘 されて
い るよ うに,教 育行政 の地方分権 化政策に もとつ く組織的変化 の実態 について改めて問い質
され る必要 もあ った。
た しか に 「地域分権法」 は,そ れの2・3年 の施行経過 にもとついて容 易 に評価 され うる
もので はな い。 しか し,教 育管理体制 の組織的再編 の基 本的方 向は,公 教育の質 や条件が 問
われ,そ の改善 が検討され るとき,つ ね に改 めて問題 にされねばな らな い性質の もので あろ
う。以 上のよ うな意 味において,フ ライシュマ ン委員会(FleishmannCommission)が地方
分権化 の一 層の推進を1972年に勧告 した ことは注 目され るので ある。
フライ シュマ ン委員会 は,1969年後期 に,ニ ュー ヨーク州知事 と州教育委員会(Boardof
Regent)との共 同決定(lointaction)によ り,ニ ュー ヨー ク州の初等 ・中等教 育の内容 ・
費 用 ・財政 について包括的 に検討 し,そ れ ら教育の 内容や条件 の改善 のための勧告 を行 うた
め に設 置され た。それは,正 式 には,「 初等 ・中等教 育の 内容 ・費用 ・財政 に関するニ ュー
ヨーク州委員会(TheNewYorkStateCommissionontheΩuality,Cost,andFinancing
ofElementaryandSecondaryEducation)」と呼 ばれ,弁 護士 のM・Fleishmannを委員長 に
18名の委員 で構成 され た。 この委員会 は,教 育の 内容 ・費用 ・財政 につ いての具体 的な検討
の結果,そ れ らは管理 や組織 の問題 と深 い関係 にあるとい う観点か ら,こ れ ら二 つの領域 を
含 めた包括 的な分析 を行ない,い わゆ る「フ ライシュマ ン報告 書(TheFleishmannReport)」
を提出 し,い わ ばニ ュー ヨーク州教育改革 の一 つの青写真を提示 した鋤。 その改 革構想の基
本 原理 にな った のは,平 等 ・卓 越性(excellence)・能率 ・柔軟性 であ った・
フライ シュマ ン委員会の一つの結論 は,教 育制度 にはよ り一層の対応性(responsiveness)
と柔軟 性が必要であ るという ことであ った。その観点か ら財政的 には州 の責任 を強調 し,そ
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またその報告書では,学 区数は一応現行の31学区を継承することにしたが,コ ミュニテ ィ
の社会的特性や要求をその学務委員会の構成に反映させるため,そ れの選挙区を中学校の通
学区にす ることを提案するとともに,一般に州内の地方教育委員会が有しているすべての権
限がコミュニティ学務委員会に与えられ,コ ミュニティ学区は 中学校以下の 学校教育事業
(schQolprograms)を管理し運営するすべての権限を州や連邦政府の教育基準の範囲内に





以上の考察か らも明らかなように,フ ライシュマン報告書は,1969年の 「地域分権法」の
理念をむ しろ継承 し,さ らにその理念を拡充 して具体的に構想 しようとしたものであったと
いえよう。すなわち1969年の 「地域分権法」も教育過程への住民参加の意義を認めなが らも
学区の規模を大 きくし,しかもコミュニティ学務委員会の権限を実質的には強 く制約す るな








への再編に着手 したものであると評価 し,それの一層根本的な再編のための青写真を,政 治
的にはそれの実現の可能性は弱いとしても,具体的に提示 したものとして注 目される。
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5.教 育行 政 の分権 化 と コ ミュニ テ ィ管 理
ニューヨーク市における1970年前後の教育行政の分権化の法制化とその要求や改革案等は,
肥大化した集権的教育行政組織が社会的諸条件の急激な変化のなかで提起されてきた新しい






















し発展 してきたものであった。 しか し前述のようにとくに19世紀後半以後,一 般に教育組織
の規模が拡大し教育実践が専門性を高める過程で,公 教育の素人管理(laymanCOntrOl)か
ら専門職管理への傾向を強め,管 理機構の整備拡充にともなって一面では教育長職を中心に
した教育官僚制を形成した。換言すれば,こ の過程は,公教育に対 して 「素人」化 した地域











した判例や州の諸種の教育規程,さ らに団体交渉による協定なども包摂 した意味での,ニ ュ
ーヨーク市の現実の教育管理構造は,歴史的原理 としてのコミュニティ管理の論理を容易に
受け入れるものでないことは,前 述のオーシャン ・ヒル=ブ ラウンズヴィルの実験学区に;お
ける教員等の人事権をめぐる紛争の事例からみても明らかであろう。

























nomy)との関係に おいて改 めて 問題 を提起 してい るか らで ある。 この ような観点 か ら,フ
ライシュマン報告書の1969年の 「地域分権法」体制への批判的分析にもとつ く改革案が,今
後,ニ ュー ヨー ク市の教育管理構造 のなか にいかに反映 させ られてい くか,改 めて注 目され
るので ある。
1)こ の 課 題 に つ い て,ア メ リ カ で は 数 多 く の 研 究 成 界 が 報 告 さ れ て い る 。 た と え ば,PhilipMeranto:
SchoolPoliticsintheMetropolis(CharlesEMerrillPublishingCo.)1970を参 照 。 ま ナこ,
現 代 日 本 に お け る 事 例 研 究 の 一 部 と し て,筆 者 と 三 上 和 夫 は 「都 市 化 と:地方 教 育 行 政 の 課 題 一 大 阪
府 堺 市 の 事 例 を 中 心 に 一 」 〈 日本 教 育 行 政 学 会 年 報2『 学 校 の 自主 性 と 公 共 性 」 教 育 開 発 研 究 所



























21)大 森 弥 「現 代 行 政 に お け る 「住 民 参 加 』 の 展 開 」<渓 内 謙 他 編 「現 代 行 政 と 官 僚 制 」 上,東 大 出 版,
1974年〉 参 照 。
22)西 尾 勝 『権 力 と 参 加 」 東 大 出 版,1975年,59-60頁 。
23)Cronin,op.cit.,p.185.
24)MarilynGittell:LocalControlinEducation,PreagerPublishers,1972,P.8
25)西 尾,前 掲 書68頁 。






29)Fantini,Gittell,Magat,oP.cit.,P.P.119-140にお い て,.こ の 論 点 が 詳 細 に 整 理 さ れ,検 討 さ れ て
い る 。
30)LaNoueandSmith,oP.cit.,P.178.
3ヱ)教 員 組 合 は,す で に1967年12月 に,「 地 方 学 区 教 は,各 学 区 内 で の 人 種 統 合 の 可 能 性 を 確 保 し,










39)た と え ば,こ の 学 務 委 員 選 挙 の 有 権 者 は,州 の 一 般 選 挙 規 程 に よ る 有 権 者 と,学 区 内 の 公 立 小 。申
学 校 に 就 学 す る 子 ど もを も ち,投 票 日 ま で に90日 以 上 ニ ュ ー ヨ ー ク 市 に 在 住 し で い た21才 以 上 の 両
親 で あ っ た の で,31学 区 で の 有 権 者 名 簿 の 整 理 や 選 挙 に つ い て の 宣 伝 や 情 報 提 供 に も相 当 の 準 備 期




な お,同 書 に は,31の コ ミ ュ ニ テ ィ学 務 委 員 会 を 現 状 志 向 的 委 員 会(statusquoboards)と積 極 的
委 員 会(activeboards)およ び 変 革 機 関 的 委 員 会(change-agentboards)の三 類 型 に 分 け,現 状
志 向 型 が23,積 極 型 が6,変 革 機 関 型 が2で あ る と,参 与 観 察(participantsobservation)によ る
調 査 結 果 が 整 理 さ れ て い る(lbid.,p.105)。
43)Ibid.,P.157.
44)Cronin,op.cit.,p.187.
45)LaNoueandSlnith,oP.cit.,P.232.
46)Fantini,Gittell.Magat,oP.cit.,P.251.
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GOVERNANCEOFTHEPUBLICEDUCATIONAND
PARTICIPATIONOFTHEAREARESmENTS
一ACASESTUDYOFNEWYORKCITY一...
TERuMoToKANEKO
ThisarticleaimsatanalyzingtheprocessofdecentralizationoftheNewYorkCity
schoolsystenlibrecentyearsfromthepointofviewofhowthemetropolitanizationof
Americansocietyhashadasignificantimpactontheschoolgoveτnancestructure.
ThedevelopmentalprocessoftheschoolgovernanceinNewYorkCitywasdlfFerent
fromthatofNewEnglandwherethetraditionalideaofthelocalcontrolofeducation
wasformedoriginally.And,witharaかidandsharpincreaseofpopulation,theschoool
governancestructureinNewYorkCitybe¢amemoreandmorecentralizedandover-
bureaucratized,butitsadministrativefunctionwasalienatedfro皿thesocialconditions
ofcommunitiesandthedemandsofparentsofthedisadvalltagedandwasparticular-
lyinastateofdisorderintheghetto.
Themetropolitanizationwhichhasconti珊edatanoticeablepaceinthepost-war
periodhascontributedtoalteringtheenvirollmentofschooIsandhasimpededthe
schoolintegrationbybusinginthegreatcitiesasNewYorkCity.Andthefailureto
achievetheintegrationofschooleducationconvincedleadersofthecivilrightsmove・
mentandparentsof"educationallydisadvantaged"ofthenecessityforgainingcom-
munitycontroloftheschoolsinordertoimprovethequalityofeducationforghetto
students.
TheBundypanel-themayor'sadvisorypanelondecentralizationofthecity
schoolsystem-proposedin1967forNewYorkCitya``CommunityScねoolSystem,
consistillgofafederationoflargelyautonomousschooldistrictsandacentraleducational
agency".ButinthisBundyplanthequestionremainsastohowtoorganizetheinte.
gratingfuncti6hofeducationaladministrationformaintainingthecity,widelevelas
thepubliceducationofNewYorkCity.
The1969DecentralizationActhashadacharacterthathadbeengotone'sideain
shapethroughreconstructingtherecommendationsforeducationalreformoftheBundy
panelfromastandpointorientedtothe.schoolestablishment.Ther合fore,theDecentra-
lizationActdidnoteffectarealandsignificantchangeinthedistributionofpowerin
schooldeccision.making.
FleischmannCommission,whichwasestablishedin1969toproposetherecommen-
dationsforthereformationofschoolgovernancestructureofNewYorkState,urged
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initsrepσrtthatgreaterdecision-makingpowerbegrantedtothelocalschoo1,andthe
institutionforparents'participationintheeducationalprocessbeorganizedinthe
Iocalschoolsystem.TheIegislativetrendtodecentralizetheeducationaladministration
ofcitypublicschoolandthecolnmunity-controlmovementhaveaimedatimproving
thequalityofschooleducationforallstudents,andmakingaccountabletocommunity
forwhatschoolprofessionalshavedone.
